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はじめに

多くの後進国がその政治的独立を達成した1940

年代末から50年代にかけての時期は，土地制度を

中心とする諸制度の改革が最も強く主張された時

期である。たとえば，この期に成立した土地改革案

だけでも相当数にのぼり，学界における土地改革

論議も活況を呈した。事実この期は，士地改革導

入の必然性を裏付けるような農業生産の停滞，低

い成長率，高い人口増加率，そして富の偏在が一

般的であった。一方1960年代後半に至り，米，小

麦を中心にした，いわゆる高収量品種の出現によ

り，技術論がにわかに脚光をあびるようになり，

それまで支配していた農業生産に関する悲観的ム

ードが一転して，過剰生産の処理の問題や，過剰

生産を想定した農業政策の選択の問題まで論議さ

れるに至っている（注1）。

本稿は，高収量品種の普及が最も順調な西パキ

スタンを事例としながら，今までややもすると個

別的に論じられがちであった制度と技術に関して

その相互関連性についての一つの見方を示したも
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のである。

Ci:i: 1) J. Cownie, B. F. Johnston, & B. Duff, 

“The Quantitative Impact of the Seed-Fertilizer 

Revolution in West Pakistan : An Exploratory 

Study，＇’ Food Research Institute Studies in Agri-

cultural Economics, Trade, and Develoj,ment, 

Vol. IX, No. 1, 1970ではJJ:l＇パキスタ Jにおける1985

4の過剰生産を百｜括的に示している。

I 概念の枠組

後進国農業の発展に関するいわば制度改革優先

論と技術改革優先論は，生産力増大を図る手段で

あるという点で共通項をもつかに見えるが，それ

を実現する過程でかなり大幅に異なっている。前

者の論点をより一般的に技術との関連でいえば，

生産力水準の低位性およびその発展の遅れは既存

の制度的条件にその基本的原因がある。したがっ

て技術の自立的発展（既存の制度下における）は否定

しないが，技術の発展普及を媒介とする生産力の

よりいっそうの発展には制度改革が必要である，

ということになろう。この議論で重要な点は，既

存の体制の枠組に拘束されていないということ，

ならびに，生産力の増大の中にその分配の側面を

内包している，ということである。一方技術論の

論点は，生産力の増大は既存の制度的枠組の中で

十分可能であること，そして最も緊急な問題は生

産力の増大であり，この前提なしには分配も単に

「貧困を分かち合う」にすぎない，とする点であ

る。つまりここでは生産力か分配かの二者択一的
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スに分類することができる。

制度的条件が技術の発達，普及を阻害して）
 

l
 

（
 

普及を促進して

いるケース。

制度的条件が技術の発i圭，(2) 

論理が支配してL、る (iJI、c

この上うに［和Jl'.tJ1i1の）jは、枝折、Jとの関連性を認

"'~ L ，その始発条件を強調してし、るものの，後で

述べるように！M度改革導入に必要な諸条件の認織

が不足してJ ること守ならびに技術条付が制度改

および普及度が，制度の改革を

し、るケース。

技術水準，(3) 革び）前提条件；こによりうらことを卜分認識してし、な

いといよ）欠点をもっ。 J主fh~iおの欠陥（士、制！主：との 防i主：しているケースO

および普及j支が‘制度の改革を技術水準，(4) 同i副生を？！号制L，技術持及によっ亡生ずるjjjljj主的

問題；土トーこど政治的問題として1;1Jfftlにlft絞ってL、 促進しているケース。

以i二はL、j）ば静態的相互作用であるが，動態、的

十lJI工作用として次の二つの経路を考えることがで

ることであと）＇ 、＇＇己乙

さるの

経路IA)

ケース（1）作I］度改革→ケース（2) ）ケース（41

経路（I¥) L 
うース（3) ＞技術改革→ケース（4）一

こ山三二＇）の経路の中で制度改革，技術改革の｛立

主ご f\jljl支（！技Hi~世及主せる機能とそれを·liflll.

たとえば地主小作jjjlj「ゐ機能とをもず lてし、る。

度にヰ:i1.、て、］山j:(¥HJn光導的佐川（とよにiH1l/!}IJ)

）亡菊川支出が導入普7た？と）uノト（，I，；ふるc ！，；空に

IF］じ制度下でも，＼1作業に強い規制が｛跡、たり、

耕作権カ＆不安定で;t,) 't二；）、日平小作料が支配1¥J

によ

このモデルの長

'''d'J:：合実認する！：で次の 5点の留保条件を設けた

L、。出 l：主ラ制度改干し技術改革のがi提条付とし

iパペけをしているわけであるが，• /~ IJ十るJtJ-什‘新民Wi心F導入l土同僚C点） ;;:, 0 

{lj分けH,',Ji".tに.l)1, ＇て、 :/'!it主体rJ>i／事人

--r: 1-: 
', cl) 

二ft:t特i二、

（可ら J小山「市l]fi費用」 r1"'.!: {i：支払わねば伐b乙孟
:(1刀＇，

勺ース（3）の：状態が一般的であるケース（1), てi上，九KL、Jf}C「IIH若である。 l,iJ械に伐材ザιrtll]J主k.t'llし

て相反する二つ山nmをもってし、るむ Jことえば，

あるttfil:rか地主により多くの利益を与えることに

これは必ずしも不可欠の前提ではなし、。その

丘町j；で、：M度改革，技術改革は独向性をある程度も

っており， li-iJI!寺に導入されたり，上記プ口ヒスのい

かなるところにも導入される可能性をもっClt4)0

第 2は，技術改革の制度改革に及ぼすインパクト

は，制度改革が技術導入苦二及に及ぼすインパクト

よりゆるやかだし不明確な面が多L、。つまり制度

改午［にとって技術条件は必要条件ではあっても十

分条件とは言い切れなし、。ただ技術条件し、かんに

よって制度改革の効果が左右されることは明白で

カ・；，

既存山地主一小［日！］！JI支を維持強化する場ょっご，

f;-が第 iである。第三 lま守 .11¥1 u〕場｛＇，かも ＇｝ と進

地主が技術のもつ経済合理二七ti'追求するの

に既存（／） ,J、！＇！＂it;7）；邪魔に江るぬ合，地主に上るノト

（乍誌、改正ラ If，どJI.、の要ユ！こが起とると1,,rn前こ，違法

十Jし、

士J也lf.'.Ufによる社会イ二安から士地，＼；トit：追放、

改革が政治的i二要；l古される場，fiも.I';えられる。

れと lt逆iこう政府irUit弘改良品純等の技術がノト作

戸

」

これらの経路を時

系列的にみれば，制度，技術はそれぞれの段階で

その意味内容を異にしていることである。第4は，

このモデルは制度，技術変革どし、うfin限の現象間

57 

ある。第 3はいうまでもなく，三；.
L ）丸 q1小山ll1；ミの経済主盤の強化をもたんし，

れによって既了干の土f也百；r]J支の不平等けに対する不

こJl(, （／）技術と

il;I]度円相Ji.('f用は以下のVLJうの一般化されたケー

i前が累ftfする場合も考えられる。
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の相互f＼て用を ijえすものであり、いわば断次変化す

る過程の相互作用は包摂し切っていないことであ

る。第5に，このフレームの有効性を商パキスタ

ン農業の経験によってテストするに際し‘：l]IJ度を

土地制度に校 Jたことでよ勺ふ＂最後の 2}, 

の限界であり，今後改替せねばならない。以下経

路仏），（齢、について若干の事実関係を整理しよう。

（注 l) /: ＂えば最近 1:,¥V. P. Falcon ＂＂ふ之はこ

の点を，：；； F' 了l、る。Waite,P Falcon，ぃThθCreen

Revolution: Generations of Problems," American 

Journal of Agricultural Economics, Dec. 1970. 

（注 2) Lester R. Brown: J.近著の中で，内迎ikの農

業問題；l';d可c'〕問題より vtとLう政治のr,::rt cり，

その解 ？＇と I,•\. lしは農民よ’J:Jとしろ政ffl本c°)f.l」かか

っているとまで極百しているοLesterR. Brown, S.四 ds

of Change: The Green Revolution in the 1970's 

Kew York, l日70,p.11 

（注3) I 'I.I度費月JJU, 1'! l 小作関｛＇，；.’して技

術の導入者が支払う資周である。たとえば干図にわL、

て｜日技術による半均価11庭生産曲線を AVP(2），新政｛却

のそれをAVP(1）で表わす。かりに労働投入量~・・；.ζ 

とすると， SO%の現物（./< v1 II与の小f片山／← I アー

は OAH~1 下る。今新i-'.ff! 1•： 小作農が心人［／二と 1

ると，i将分 CDGHは小l'P殺に帰属するはずである。し

かし実際は小作契約により，小作農の取り分以CDEF

となるc j山 i ：：支払わ~， :c'.: 1乙FCHo; fii；のこ；い：，iJ）場

入者がa,L「止1i'JI：支払わti:I cJ ,・, 'J.いm刊 行え／いわ

けであ乙っ ＇ii{f／；投入量 fi J ソノト LtfuJ・：；い）が

（￥、

H AVP¥1) 
G 

E 

AVll2' 

。 No N1 労働
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,'¥Jo以下の場｛，＇ ,,i入者は逆bこ技f,1：；与入のロスを誌i)!'.)_'

i'I'~ に一部転化する。ただし生産菌数がこのような形を

とる場合である。このような状況の下では，小作焼が

判技術を導入する可能性は少プムL、。またたび重だろ小

it fよの制定にkttζy J'J\ ごEの自衛Ji'\ii'i' として，耕地の 1/i~

::; ；｛がたびたり、｛Jんわれる結果，オイi；農が一定山続j也

を継続して耕作することができないことも新技術滋入

を凶難に拍車をかけている。一方地主の側は第ニ形態

ν三額地fl;;（こ いう 11,'lj！変'ft)l]<J) ・，濡〉を生仁之，J、

('! JJ;への投資J入手心地代を全mittiJできないごと，

FにそうしたJえれυJil；；備の上昇（： ［，て将来還元される

にもかかわらず，土地改革の不安から結局行なわれな

し、。したがって地主の投資は自耕地に限定され小f'P地

' グノ投資ギャソソLi士すます拡大｝るの

Ci:4) たとえ；，， canalirrigationの技術によっ

てiJiJかれた canalcolonyには，ブ口、／アの土地制度

の成功の例にならって地主， ヨー寸 y，農民を目立合入

Wi ，~せ，地主，自ーマンの指導の－Fに農業の発 )j（，地

H.先展をE司ろ 7と（戸。またfをj;[,Iるように農.+7機紋

11二七いう技術がIJ）、／J.i告fJしなし。1，に，高収量品種とい

Hz仰Jが外から滋入される例などは，市u度，技術J改本

C') r/立性の一端を示すものである。

II 西 パ キ ス タ ン の 制 度 改 市 一 一 経 路ω

制度改革を始発条件とし，その結果技術変化が

起こり，それがさらに制度変革を促がす，という

経路＇A）に関する実例は，西ノミキスグンにおU、ては

1959年の土地改革にみることができる（注1）。この

改革は，中小地主層を社会・経済的基盤とするア

ユーブ軍事政権が，自己の政治的地位の確立と，

既存の大地主政治家層による政権争いによって巻

き起こされた社会不安の解消とを主目的として導

入したものである。改革そのものは， 1949年の土

地改革案〈回教徒連盟農業委員会）よりも内容的に

はるかにゆるやかであり，しかもシンド，北西辺

境州の小作法（1950年〉，パンジャーブ小作法（1952

年）を一歩も改許する内容のものでなかったにも

かかわらず位2〕，農村社会の両極層（大地主ノj、作
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農〕に作用することによって，自己の政治的地位

の確立，社会不安の解消とU、7本来の目的を達成

した。つまり，既存の大地主職業政治家の経済基盤

を一部旬以すことによってかれらの横禁を押え，

一方，収用した土地を一部小作農，小自作農に与え

ることによって社会不安をレずめること以外に政

治・行政経験のなし、アユーフ、政権が存立する道tよ

なかったわけである。改革の来たした今一つの重

要な役害＇］：土、土地 ..n II又用がこのIJiで初めて実際tこ

韓行されたことである。とれは改革が戒厳令下に

行なわれたことと，改革そのものが土地所有を基

礎とする既存の権力構造をくつがえす意図をもっ

てヤながったことによるところが多い。しかし非

生産的土地（収用地のわずか34%が既耕地であった〕

とはいえ，200万ヱーカー余の土地が実ー際収用（注3)

されたことは，地主層に，第2の土地改革を予期

した自衛措置をとらせる結果になづた。その一つ

はトラケタ一、 tube-wellの導入による地主直営

第 1議 州別トラクター， tube-well購入台数（1947～1968年）

m t, 1947～1954 19日～lリ59 ] ')6（）～1964 1965～1968 

ブ ク ゐJ

パンジ辺ャ境ーブ 233 472 2,949 11,369 15,023 
i七円 リII 31 49 184 755 1,0J'l 
シ ／ 69 122 849 I、519 2,55'l 
パルチスターと〆 11 24 49 224 3りg
l仁~、 百十 344 667 4,031 13,867 18,909 

一一一一
一一－ tube-well 

ノf／ ジャーブド 1,030 2,800 23,900 41,300 69,030 

北西辺境州ド 160 300 710 1,390 2,560 
シン 500 250 580 1,290 2,620 
パノ，1,Tフター／ 90 50 260 1,110 l,5JO 
メj- l ,780 :i ,400 25,450 45,090 75,720 

（出所〉 A Report on Farm .M~echanization Survey Agricultural, Census Organization, Ministry of Agricul-

ture and Works, Gov’t of I》akistan,Mimeo, 1969川作成勺

第 2 表 土地所有規模別トラクター， tube-well所有有数（1968年）

土（エ地ー所カ有』規）模 P河 I 台トラ（ク3）タ数ーI 皆m I t台ul昨（5~数ell I ~61 l 用れ水る販tt1売る~に~~，もel用l 台い数らI (7),(5) トラクケー
m有打。 496 574 3 4,680 7 870 26 

～ 13 425 3 450 3 3,320 4 800 34 
13～ 25 97!! 7 1,025 6 15,240 20 4,730 34 
26～邸） 2,247 16 2,326 14 18,050 24 6,290 29 
51～100 3,24'.! 22 3，必7 21 14,240 19 4,650 26 
101～200 2,892 20 3,094 19 9,120 12 1,790 18 
201～500 2,798 19 3,238 19 5,550 7 550 15 
500～ 1,49fi 10 2,469 15 5,520 7 850 部

14,567 100 16,58:l 100 75,7却 100 20,530 27 

（出所） 第 1表に同じ。

59 
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地（khud-kashtarea）での「資本主義的長業経営j

であり，他の一つは，地主資本の非農業セクタ－

, 、の投資の開始であるノ注4〕。

士地改革によってその基本的動機を与えられた

農業機械化（トラクター， tul同 well)｛土、空i初は地

主，特に改革によって土地収用の対象にされた地

主回（ii州エーゾJ-tm1りのrgJで，第三次士地改革か

「〉の凹j出を日 （le）として導ノ＼され，し Fピいtこhornけ－

philicな他Vll也主層間に水平的；二世子乏していノ

た。それが農業機依化政策の転換、特に輸入制度

内変更：1川 l斗：）、 トラケターの規格化 （［＇.日咋）、出

禁止耐！の整friHi重復し亡し、た成長長Rf;ど農相；ij発融資

心社とυ－） f, '.J:；司 l'.,ol),lrJ I勾ア七ン「 l）ー工場ーの，i'.i:ii"t

？専の OJ'.J庄内1必［夫iiこよ－ ＇て，その f，！えは象もi欠の

homophilic le集団(!'Jf1上層J--＼と；耳i仁正i；的な技術伝

l1五にij＇注目丹！：とたとり（第 l去、 1白コ夫〉、そのJ品f'/i二j) 

！いじ J文官11:!LS-;__, rm拐の自体Ji1(J性lふ’，， ，－》生d1'iJ-i1l: 

i件、！：変化し一こいふ tube ¥¥'dl:t 1:JtlJ,t",1__/j',とトヤ

ケケ」 hiと、f)n’it本1/J11:1県｜主jf,'f;/': l, f~ /: I，、 L，て（fl

1fq1'UrJfd1fi-' > dil立は治，；;t；：；こ上心 jJI iむ（け坑I｛亡｛仁、 lj] 

ik不忌と ri十J－形態山内定｛じを ）－ ＿，－＿ソグ寸るrnと

してトラケゲー上りはふかにiilih・-'tこカ＼ トラク

ケ－i辱人には tubewellからの，t(", +i1r,J立ti，‘不11J欠

であったことから，両者はセットとして1960年代

に急速に普及し始めた（第 1表および第3表）。その

立味で tube引で11も改革と無縁とはいし、えなし、。

さて土地改革とし寸制度改草によって，農業機

械化という技術革新が部分的ではあっても誘発さ

れたむ農業機械化の中心をなすトラクターと tube-

well は，その技術的性格から小規模な，しかも分

散miJ誌をもっ農家にft－及することはむずかしいし

資金協〔cnjl,IJ約もある。さらに，地主のもつ直営地

とノトit:i也における農業投資の差Ji:_みれば明らかな

上うに、現在の地主一／！、fl,fHljf，二おし、てi上，新技術の

導入者か「fr,！］度111:月1Jを支払わねばならなし、以上，

ノト｛十j也（余耕地の約50%）ぽ5リこ新技術か持及する

こと itWJ特しがfこL、。 トラククー， tube-wellの経

済u；土－J－でに -fL~止さ j Lぐいるから〈注6），こ41らび）

技術品込さらに拡大するために必要とされる土地制

1>J-:1~'.l ]'(: n J;1i',1 l土i欠！｝） :) ，，，＇人全 jすえることがでるの第

l I上li/1[1！］｛ヒびl);1,,1εある。：i’；ゴ it ，］、f1:訟の己主:iEて

あふc 二れには－＿＇ J !} ) 11J lit:十’！ゐがあるう _, l( t小ff

十／1を－1～ζk二郎J1）ースじり上うに 1)(lj、／1維（（kcupa-

H《y Tenancy）を与えることにより，ノトfr主主ω投手r

u：欲ト二基i廷を lj－えることであり，他のーづは，そ

の反主れこ現hの傾直｛じした小作料契約に莱！り；性を

第 3 哀 トラケクー普及の用水平I］丹iJJIJ特徴(19G8年）

議 続 I也

i事，；~;U+J木路 -I tul一昨－well

tube well 
井 ji 

カ十一卜
Perenial canal 
Non-perenial canal 

（出所） お l去にI可じ。

域 rラクタ長 i せ話料~i 柑絞地域
10,32:l 62 Barani 

Sailaba 
1,685 JO その他

114 1 
76 ()_5 

日，日；l8 20 
62:l 4 

（注〉 Barani二天水農耕地， Sailal,a二おりllil'.苦手時の余水を利用する農耕地。
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トラクタ－ I 総数おjに対（%す） 
ー1ι1、 ヲ芳与え、 今？》 左iλl 

2:-;9 2 
24 ()_5 
161 1 
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ιたせるこ 1二：二上 I), ；ト作地における技術の導入

/'i ;J‘「lltiJl':Ci'ti!l"

: tj寸ことむわら

士長；j!，）＇なくてと、、；i犬況を (jljI) 

)'; :1 は，J 、 f1•fl]ljrJ) 廃止でおり、

J,1 t一会 J J山jl!f正寸＂＂ trt,Jがおるりそ ）） .. ,:t、 Ii 

/1 J；生印J,ι、 仁 J ごJ山：T: P卜（jqj!J::-c'J~＞ぴ）ノゴ！／＆止す

ア 戸 l ーテペ i • 

’＇－＇ －三、／山 ／j 他のーペ；t『1,"f業機同（ヒを iI 1 ,C，.と

寸る ｜資本仁義的fct'iよU ，ソドル

二とでJ；－， るに

これら／）,,Jfi包なじ士革山J;1,,1v)1JJ c irlcL 1兄実性合

t, ' ）もし＇）， つまり民業機械化とし、う技術が，／レ1ζ

くとも全任期「i'.J，二上 IJrfo ＼、経済：「J1JH生をjQユ｝とできう

るようなは；1＇.：しりか日， j；ムその他1¥:i'l:'l'IJI句i全店Hこす jし

は司 JJl{I: ,.r I 導入主体（ J也.：:L，自 l1土 1•211 に部｛，の工い

jトf1契約川＇'r正，機械化力ゐ既frc'Jrj、(1二地に等人さ

れf主十るよ.－1江 1）、(1，沿い＇）己＇＜＇.ユ iーであんうっ現実に包こ

ってL、る小iiノ良心＇）違法 t,:i己欣ιこよるi二地lrzL：；、は

このこと主主H:tてレる 0 J:J也己＇；／）p：が， jえヰミそう

てあマ ，t二上 1に『 短期農業政飛とf,i］寸大；cc')i/¥j題
とL C取扱いれi守るのなら、機械f仁川長；大をすF坊

にする上うな~u也改革が導入3れるはすであふ。

し均、し現実はそうではないじ なぜか。

J-:J也c',e，平Jと；土， ふる政治主体カヘ l'J L', Cl政治 ~j

的を1宝f戊するためtハ寸話どして'J:C:/,;(iIする ~u也の諸

十1Uirt:に快J-iG’疋存立である！:l7 ¥ しfこが予て！てi也己主

二川；＼此；f;主体導入者 f外［LJ,, ＇諸：：,i;:IJ, I f-.J 

内で新たにuJc.,f；「11)t1'i7:士i号・）＇コある諸勢力む ：zむ）び）
社会的け格；二上って悲本的に／「見定されるが， :;-rJ) 

発現形態は『導入主体に対抗する諸勢力（純益）

とぴ）ノミラン 2、によ，、て最終「y'.J：こは決定されゐ。 主

たck：苧：（t_ i車入主体（i）政治的円以Ji主！えのためのー

環と：〆て｛守：［円〆j:t「一】れおため 3 何んか円政治的変

すt・ を｛、ドうのが このこと i士~，JH和こ，日文

草の中の生産力増大に関する議提案は，本来の政

治的日的の達成に反するものであってl主なれtcい

ことを立l去する。

土地改革をこう定義し直すことによ〆 p て， 次の

解釈 が11J能となるつすなjpら機械化のJ広大にとっ

て必要な，J、作｛主の改正は， それがし、かに経済的に

効果的であっても， また政治主体と機械化導入層

の社会的性絡が同ーであるとしても， その結果白

己の政治的地位を危く「るような事態が予想され

るI号台導入されないだろう。

の1'i'.i｝討を伴うれ作農創設，

また協同化や， 士｝也

あるL、はf壬；吉：小{tの

1'1 ff／トfr{ヒの）J1t,1で土地ljjl]/-itが改革されるには，

その改革によって最もを益する農民出が，改革湾

入古の社会的基盤にならねばならなL、であろう。

たどその場f,＇－の改革が経済的に最も効果的である

/- I J’B 干，こんJ,_ ,;c, 少なくとも潜在受益層，特に中小自作

民陪（l':l小fi農を含む〉が新技術の恩志に浴し，そ

の経済基繋が強化されつつあるごとである惟引。

い主まで土地改革がある技術導入を促し， その

技術均、 その許可及過程において、土地制度改革を

f)l':す－iwJ函iについて丙ノミキスゲンの事例を挙げた。

この事fjrjft，士地改革がその性格，実施規核のし、

かんをとわず，何らかの形で経済にインパケト企

与えることを示して1ぜ、る。 これは西パキスゲンの

：七地己げ広治：， その市1,、土地所有の ceiling（詩壁紙地

500エー力－111"1)ゆえに今までほとんど無祝され

てきたととに対するぺの反符材料を提供してL、

る。つまり全く）託行されない改草といえども， Y-

のもつ意味と予 その与えている様々伝影響に対し

て無関心であってはならないということで、ある。

さてトラクターと tube-wellが急速に普及しは

じめてから昨年を経過している。 これらの技術は

濯椛地での比較的土地所釘規模の大きい農家隔に

湾入されてL、石。これらの技術が，労働節約的で境

模に非中立であるとの理由からその導入にば対す

る：吉見i士以前点‘らあ，－＿，た。 しかし導入の初期過程
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における増産効果. iii版余新削出効果‘お上ひ；械

地拡振というゾラスのOl!lr白i が重＇~1:見され，そのjJ｝‘

大過程は進行しているコ九ょうどこ与した技術の

持及i品程で、理論的にi主十日）記する性格を tつ高同I(

Z；品種が導入された。非農業でク勺ーの労働i吸収

力の脆弱さと高い人口増加pfによる農業セ 7廿ー

での潜在失業苦群のlit棋という現実のq1で‘高収

呈品 f査の」!1• 入が，労働Iiri約的，規模｛二非中立た生

業機械化に／U干す，.：：き政策として主張されるのは

当然というべきであ，) t.こはlc9＼。しカ‘し次で検討す

るように，高収旦；品降iよ‘こうした期待と逆に民

主機械化と合体することに上.，て生産時L fli阪余

剰増と同時に，階！再開，地域間格去の治大 U 、う

矛肩を強めてし、る上うに見受けられるο

〔j住1〕 j二地己＇zl!'.<iノ nr.:・ 1日Ilイ Lf‘ li!i"ff「，；Liパ t

k タンバj I j也円：r／：＇，』（アシ手経済研＇）［ l;)i, ]96:11！＇）そぎ

it:' ,cs i l ／・＇可 v

(;t 2〕 ナ：＇・ ;' :.:, V究 ；＇）［日ifj:¥t,,El民民計七日会心

ll,'i;;t; ！ナここi二地Lil小（〆すζ施され九刀っ戸が） [ t, LJ1il 

''.'i ii'／）卜II!.を港紙j也て 1soL ,, c 1; ,rl' J止l也450L・ 

Vー）と l.／.＇川 195~H rノLなI(,.,:U:1事以地ら00ユ !; 

( jトi¥'I'.r.fJ112]()()() '.' 卜J ）ご宇i t; o 'i ／：日（Ji!i怜I(

Wi I I, ,•j 、：＇1 ぞ·， r：＇：；~ t', r, [ i十＜ ,. f才＼ず司：11来二.，’j、f’II): 

，＇，長汁 1世主Tト＇.Iすぷ ・j i:,: ご＇と士 r 作

（礼会 3) 士的！虫【＇（，.〆I）支比状況I.:l:J. I・ u；一つりの

l地 C.:iy，：て［日： 1.,:. r; 1 c mr:.q U9ι4:112/J JJUI二）

（人）
1 500ェ ヮ 1：、｜：ド，iii：ていナj也」配政 5,218 

(i) 桃め、 IIJ地」h 755 

(ii) .J; l[lJII J古1r, 4,46:i 

2 5(}().L. l；～ l J I , > J1il -_t ,/•JI/ Ill 1l'i L人＇ ( T. う←）
円r・f了封k（，ド｜ 4,31'.l,940 

(i〕 被以Ji]地主υ，r10也 :J,98fi,28fi 

(ii) J1 J;;UIJ j也ヰυ〕rir111也 ;;27 ,654 

'.l J[z/JIJ:i;(,,I 2,195,:104 

(i）叫n卜；：丸 1 I I・. t也 9乃9,4SO

(ii) ill l'I " ; ・ . ，人市 i・ I ltli l ,2S5,1'54 

(1' ！？〕（（） i•i ,If J也

｛ロ；・ ii H 

（・込 l, 1・主 )lll

62 

行99,4:J出

196,h7S 

Ul,17り

仁j fnfll!Jや域

付4 ;: v’f/1 t、可制J也

4 型I'.J ' t: ／：チ地frι（

(i) j 、fド人.•＇， ＇／） 分配j也

(ii) 小iJt11)j ')j I也へJ ・/r: }ii Jtg 

(iii) 主主；zb!! 

5 '!f: !', tikf, 

(i）’：、（'I人

(ii）’ト I.J1,J1好（1お

100,080 

12品、491

（エーり）一）
7fi2,5:¥9 

β51,411 

25,701' 

8:i,,121) 

i人1
59,4ι8 

5β，90fi 

2,562 

( 1H Ti/i) Land Commissionの原資料上り「F.吠η

Ci、今 4) 」j也己＇（ Ir,.

!iii沈 fr"・i，、 iス佼ンfミ主4の機械fヒ』（：〆シ 7イ子，，守恥［＂，ピ
1＇！＇、 1%fi'.IっそむPi'.¥乃jけい。 ！(.l；てとご「行4；ラ

官（Iり1'1'字、：j ,t. t,.、）Jパ；， l：ん I,: J也1：，，勺 i({',l¥J也fr「
i''i {iJ1i! f j j1Jj治 ιn'{,,::;i也t,J、fli地，＝ 2 I.ナ，＂j lごし、る〉 ,: 

J ・》 ji '.Jれいj行熊〈， J也j方、’1,11[ j;をの ・l;IJろ＞1liL 

！ノ， i'i刀（世＇JYi・をill'＇と i!T吻1(,jけ.／）＇：，.；Jr:それな p どい

ら今 ；，＞，Ji[i t二ぷ〉「行本主義的伝＇.＇＼ JLt k.hll：七：’11(

p; Fせかん L/: l 、に中j、l也t0) lll'＇／、＼＇Jil【にか、止浮上， ,jイ1

1与し行 ,;i'¥i占t,・ff 1,、ti虫、，・， l行／JI'.i. ・cl・；：， η カソ Jν＇），む！ヰ

, l , Jt¥ I. 11ミf本，主とい

i,,illケl' fア、＃U(Ji「二、主ごt王；トご・＂＇土円己 （（］1, •J 、 l'nせ1 止P ぜy ノCc’ 

.. , , J / ・ 1t'lf(; J也C :Jl•'.ii 骨骨去の f上会＇'i'J 1生1名に ！， 五t

u'/i (I’Jl"c T＇が悦！＇，、とし、 1二C ・;- ,V》ろ内

(ri今5〕 1%0年J;t業ヤ／ザス［：上る ） n i1°地と ・J、i'i.tJ!l

し＞，t;j{,:JLJ.l、，！） 七J;りごあら η

1. nn除、り経’I"；’1/!if貨

2. •Hli誌の II 

:i. n ,Jイi農.＇）経日［両被
il n作J:tim，分
ii）小ill't'l! /;j：分

4. 1'1 f乍Jt巨{, ,,I 

5. 小ftjぜl:, ,;I 

r'iパ tλ 々ン
(1似）0エーカー）

18,723 

19,195 

11,012 

6,2:l6 

4,776 

24,959 

23,971 

(iii所〉 1:1：；年『良業機械化』， Mぺーシっ

（；！ニ （i) tube－明・ellの経済性に限！！てit, Ghulam 

Moh,,mmad，“ Private Tuhe well Development and 

（もroppinιp川ternメ in ¥Vest Pakistan，＇’ Pakistan 

Deζ，eta／》mentReview, Spring, 1965, H. Kaneda & 

¥foh,L Ghaffar，“Output Effects of Tube wells on 

the d勺）＇.ricultureof the Punja¥, : Some Empirical 



Ⅲ　西パキスタンの技術改革
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R田 ul色” ResearchRe／》art入：o.80, Pal、ist:mfnsti・

tute of Devdopment Eco,omiにs,March, 1969.を参

照されたい。

トラクターの経済性に閲しては J Cownie, B. F. 

Johnston, .s> B. Duff，“The Quantitative lmpact of 

the See、IFertilizer Revol utio 1 in U沿うtPakiメtan:

An Exploratory Study，，と t山c)t『農業の機械化J

130～238ベー叩ジを参照、されたL、。

Ci主7) 卜的改革に関1る，t/'i,tll.の論J・P概イトの｝チ検

討に関 I :i:., J11i稿“ Reconsiderationof Land Re・ 

form," Stud ie.・、inAsian Oeuelopment, I >,,!hi ::icho-

ol of Economics, 1971 (forthcoming）参照。

(ii" 8) l叫パ当スタンの一l二地改，＇，＇，： ( 1959）でj由工！？？ 

がAlもi1ffげ Y •;:,.t, した原：'<i ') -) fこ， 1荷・tr'f｛；吹が産

業資本’どャ： I、fーすること l L . ., ＇.その社二、 IIリ）［＇i )Jを

i詰めて＇・ •• に触発さ jlブーごとが挙げ，： H Uの J 方

小fr慢のガ』t, l"J ~,r J)中小['Ji'ド伎の＇I＇長¥f）］ が停滞じて

いたために地1：府ほどの反応はみられなかった。同じ

ことは I' i＜：川してもい＝し まり H,f＜、川 i伐；宅の土

地改革lパ II、1r農静の 1・1.¥ it 1高めたとけI: I，それ

は改qi:tiiJのil作農と小作殺の経済余力の益であろう。

つまり小作般の経済余剰は明治以来不変であったのに

ML，自作艇のそれは，地税の雫質負担の著しい減少

(1873年34%, L943年4れ｝（ご Iって明方自！ ず：、子。

M. Kajita, Lmd R弓formin Japan, :¥gricultural 

Policy Res日archCommittee, 1965, p. 12白

( i主9) 企Ill論文は向収量品絡を農業機材Hじの代際

的戦略 h j' ＇.きことを引 ＇！！＜ ，＿ている。 I-LKancda, 

Economic Jmj•lications ol the“Green Rei•olution '' 

and the St山内,gy of ,•1gricultural Derelojnnent 

in West Pakistan, Research Report No. 78, Pakis-

tan Institute of Development Economics, 1969. 

皿 西ノ；＝子スタンの校体［改革一一経路（B)

技術改革を始発条件として，それが制度改革に

つながってゆく経路湖の実例は， 1960年代後半か

ら導入？判えし靖めた， 米（ノ’リピン<7>[Lj際侃1済究

所， IRRIで凶発された IR-8, IR-5，などの品種〕，

小麦（メ斗シゴより導入）を中心とする高収量品種

を挙げる二止ができる。それ戊前で重要な技術改

革は，後述するように， 19 I叫i後半か心ノパII；沼前

、［三にわたって導入された濯寵技術の改革がある。

両者はいずれも外来の技術であり，かつ技術形態

は異なっていても操業生産に「革命」をもたらす

技術どして位間づけられている点で共通性をもつ

が， i走者は「アロシア型j土地制度f注 1）と同時に

導入されたために，技術改革としての始発性，お

よびその制度改革へのインパクトという点におい

に ri1J者tこ沈べ劣っている。高収量品種はまだ定

詰Lに段階ごないので十分のよI'i1fliを下しえない

が，以下に述べることは，その技術的，経済的性

格に悶する一つの見方である巾2）。

出来技術は大日ljして四つに分類できる。土地に

帰属し，その生産能力を高め，かつ安定させる土

地改良技術，作物品種の改良技術，農具の改良，

そしてこれら三つの技術を与件としてその結合の

｛；－埋化を図る農桃技術である。西パキスタン農業

における技術展開は，その主生産地域が，年降水

最 500mm以下の乾燥地帯である，という自然的

条件から，土地改良技術，中でもi程瓶投衡を中心

に行なわれてきたどいえる。

濯概技術の股開は大きく分けて四つの局面をも

っと ｝JJわれる。長期の休閑を含む早池農法を主体

として，局地的に，河川氾濫を利用する sailaba

農業や， innundationcanalや小河川に設けられ

た簡単な堰による濯概農業がみられた15世紀まで

の段階。濯瓶農業地域が，ベルシャ井戸とカナー

トに上って著しく拡大した19世紀前半までの段

階。政府投資による大規模なパラージと濯概水路

の建設と入植地の形成をみる19世紀後半から今世

紀前半に至る段階。そして独，・erをイン 1ごとのイン

ダス河川紛争企契約とするダム， リンク水路の建

設，および tube-wellの普及の進んでいる現段

惜，がそれであるっそして極論すれば，農具， r¥-?,

係の改良，農耕技術の変化は，それぞれの段階に
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おける謹慨技術水準によって規定されてきたとい

える〉現在注目されて，，、る高収量品種の導入もそ

の例外でなく，第三期の潜i慨投資をベースとし

第四期の展開する供給の安定（ダムとリンク水路〉

と補強（tube“well）によって可能になった。その意

味で，第三期の瀧i銃投資の果たしている「先導的」

役割はきわめて重要である。

l. 「先導投入J（注目の経済性とその意味

制度と技術という本稿の主題から外れるが，「先

導投入」としての濯概投資の経済性について簡単

に述べておきたい。その理由は二つある。第 1は

高収量品種に関する商パキスタンの経験は，その

「普及ノえターン」に関しては良き参考例ではあり

得ても， 「普及速度」に関しては特殊例であるー

とである。それは主として乾燥地帯における農業

の基礎条件である濯祝施設が分離独立前にすでに

存在していた二と，その基礎投資の両b、経済性と， 

tub己－well と L 、う ill力H投資（！）資4玉勃二字の1＇~元さ｛注 4 〕

（つ7主り tube

｛桂草正f本系と合｛キしfと粍済性をもつゆえ），その結果と

しての叢椛用水の低コストラそれに濯絞農業技術

を農民が桂験していたこと等i二よるところが大き

、、。第2は，政府のj程概技術tt，その適用対象地

域，および濯慨入植地の入植者採択の段階におい

て差可lj的性格をもったが，入椋地の中での階層間

格差を助長した形跡は認められないη ただ後で述

Jさるように，給水基準が総耕地の 3分の 2に押え

られたために，先に挙げた第2～第4の技術を改

良するためには tube幽wellという私的濯概技術の

導入が必要であり，これが階層間格差につながっ

ている，ということである。

さて第三期，つまりイ年リス領インド期におけ

る濯概投資の腫史は，飢僅の歴史に一定のタイム・

ラグをもって存在する。 1880年の飢僅対策委員会

64 

1Famine Commission）設立までの飢儀対策は，濯

i慨施設の拡充と下層農民の経済基礎の強化であっ

た。しかし実際は，飢僅は終局的には過剰地と不

足地を結ぶ輸送手段の不足にあるとし-c，鉄道建

設への投資が優先した恨む。しかし， 1901年の濯

概委員会（IrrigationCommission）は，飢健対策と

しての湛概施設の拡大を重視した。その背後には

南北戦争による綿花需要の増大，阜魁洪水による

飢健救済支出の減少と歳入の増加の必要性，南ア

戦争乞契機として要請された軍用潟，ラクダの飼

育，国内政情の安定化等々の要肉があった。英領イ

L ド政府拡184約年ノ：ンジャープ， 1849年シンドを

併合して，これらの諸条件を満たす広大な土地を

u己の crownlandとした。しかもそこには少数

の遊牧民しか住んでいなかったのでう土地所有権，

水利権の問題がほとんど存在しなか ・・c,た。こうし

た好条件の下で， 19世紀後＇I生から今ilfム紀の前半に

かけて，莫大な濯瓶投資が行なわれ，；西Jバキスタ

ンにおける濯i位農業の）ポ型が作られた。との期の

濃瓶投資t士、単にrt~1概比率、濯概農業の技術，作付

形態にとって決定的意味をもつのみならず，その

収益性の高さにおいて重要な意味をもっている。

第4表は，パンジャーブ州、｜におけるこの期の濯

概投資の経済性を示したものである。これはまだ

試算の段階であるが，農民の支払った地税，水利

税，そして濯概導入による付加地税の3穏の直接

税のみ取り上げても，投資の「費用一便益比率J,

資本の利回わりが十分高いことが明白である。こ

れらの試算から，濯概投資が公共投資（注引という

形式をとりながらもその実質は利潤追求の民間投

資と同一であり，しかも固定資本部分の償却はす

でに先了した段階にあると考えるミとができょ

う。これは現在の生産コストに占める水平I］税の低

さからもある程度推察できる〈注7）。
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準を作った〕ことは，イギリス「近代農法」の移転

;"c＿不十分なものにし惜別第竺期において実現した

で停滞してきた。水不足という生産力増大への溢

路は，電力の普及，揚水技術の発達，国内生産の

充実等によるコスト・ダウン，瀧覇地における塩

土地改革ト二主る農業機械化への

インパクト，農業金融の整備等の諸要因による

tube-wellの普及によって初めてその解決の糸口

その後高l['Z量品種の出現ま生産力水準。）飛距も，

’.＇i，水害の拡大，

を見出すことになった。ただ第 1表，第5表に示

されるとおり， tube-well の忌速な発達は1960年

その 3分の 2は既存の水路による潜概代に起り，
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第4表

。／K

的拡大は，地下水の水深と水質によって規定され

ることは注目すべき事実である。

鰭 5表既灘i陵地と tube司wellの関係（19臼年）

州 名 itube-well J脱海地，（canal) , 
i総 数！に堀られた数

j七両辺 1立川 I2,560 I 1,460 I 57 
パンジャーブ外II 69 , 030 I 46, 700 I 68 
シンド州 I2，位。 I 1,2so I 49 
パノレチスターン州 I 1,s10 I 460 I 30 
西パキスタン合計 I75 , 720 I 4, goo I 66 

(It＇，所〉 A Re/>ort o珂 F的視 lv!echanization,Cov’t 

。fPakistan, 1969より算出。

また民間の tube-wellの地理地に存在すと3とと，

高収霊堂品種の特性と普及過程の問題2. 

子 子

」」指紋量品積の代表例は小麦と米であるが，

B－ο よひ K
t ,;¥ (1十r）’

B= benefit, C=cost, K孟初期固定資本，T一二耐久

年数， iエロ利子， 。＝維持管理費， r＝資本の利！fl]

h推計に関する基礎データーはPaustian,P. ¥V町，

Ca川 J[r,なation 111 t fl(, Pinヅab （（、olumhia

Univ I汁ess,1930）より算出したの利子ギitz定国の

国債 (1870～1910〕の 5%を用いたわ耐久年数は

100年をと勺た。データーは1926/27のものを使用。

なお：11～＞＇Tまでは Perenialcanal, (8）～（！日ほ Inn-

undatiort canalであるn t fこ（7）のトリア:c・t'-z 

ナJkit L. B. ドーア Y合建設する川に必要な

u.チェナープ， U.ジェーラムの二つの feeder

canalを合計した数値である。

こうしたi#J；続投資の結果、綿作，／ト友ff(Rabi 

期の拡大にヒイ）の拡大，それに伴うれ：H形態の変

（注）

では西パキスタンの主要食糧作物である小麦につ

そのもたらすその技術的，経済的特性と，u、】C,
またイギリス農業革命の影響化が起こった〈注8）。

を受け， 普及過程での問題を検討しよう。アルフアノレファエジプト・クローパー，

普及の促進的要因）
 

－
 ーが伝統的地力維持メり二二イムに代符ずる要素と

Mexi-回パキスタンにおける小麦の改良品種，またj整して，軍J馬，軍用ラクダのか！料作と Lら

pakの普及は， 1969/70年において小麦作付面積

1543万エーカーの中 590万エーカー（38%）である。

パンジャーブ7十iが西パキスタンの中では最も高ヤ

瓶用水による soiltexture破壊を防ぐ手段として

しかし，桃山に対するj＃.；；阪府水量の導入された。

普及率（44%）を示している（／110）。普及率の地域的

Mexipakの特性

6ラ

特徴を示すデーターはないが，

供給をその：1分の 2程度に限定した（長1怖の慣行

としての休閑地を一挙に消滅させるには時期尚早とし

て1分の lを休閑用として人為的に残すような給水某
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第 I図は西パ午スタンのHJDivisionsにおける

点復比率と，化学肥料投入量（1h／山re）との関係を

示し，第三間lよパンど γーブリーMmI )istriL・・1日に 11kl

多E去の肥料投入

を：1」"T欠の自1H定としていることから、以下山第し

事2悶はその間接的指標になり件ゐど忠「｝。

l士噌米ど i己］様水の安定的供給~＇. ' 

こオlによるーする両者の関｛系をなくしたものである。法'if!H七：＋：と肥料投入の関係（jilj/ 7 ＼スク J

10 Division叫

京 1図

Mexiμak OJ導入前(l%5/66）と導入後（1968／ゆ）

では、抱月E量レベルにおいーて大きなシブトがあり宅

それはj整椛比率と？を；採な相間関係にあることがわ

かる。特にノミンジャーブ、における肥料投入長のf1j1

宅は，i笹統比率が向くなるほど大きくなっている川

このことi土改良品種の普及率の地域差が， J者i／降比

率によって規定されどいることの傍討になる。 i荏

レ」
日I ‘＼＇ ; r.i × 1968169 
JI I I I之、＇I'

r ;: -I / -'- ウー）・ l 96S/66 

20 
3屯

' ／ 
X 

15 

さらに第 1区li，二椛条｛オ：と高収量品種との関係；エ，

よ1 て明らかにさjもる。

;;f；：－＼間に関してi:U大の 4点を注rJしたい。第 I

点は，｛Jt＼、投入レベルにおける高収監品種（Mexi-

2て
ー

l

nり1
 

5 

品種と濯i陀肥料止の材i互関係祭 3図

1. 0 ;/I'収乙千0. 5 
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pak）と在来傾（llirlぇ｝どの収足正でふる。：A'§ 2 li. 

i土，在来障と rl＇：；以E品種の晶；直投入阜の手離であ

る。第：l＇日、it[iij 一！tr'11.irJ数IJ:;y/1:;N日数がJ(~iJ日する

と 11:r その.~そk，＇；凶i を上むにシ 7 卜さ 1r ることであ

る。そして；有4点はう i整ifl{7K4,；と肥、い役入民との

ね11壬作用である，，つまり前jJlJ!.il:r'd：絡が従来f,f（｛こえJ

して絶品rf乏イ，'I.tri与〔／コよこめに［士、 多Itn 1m iWf ,kとJI巴

朴が不可欠であることを示LてL、る。国際的にみ

て司 V§ ノ；止、 λ ケンにおける1＼五収量，＇d,f長の定,ff普及

が｛也び）J也j戎！仁川順調であるといわれる1¥Glの原田

が，こうした高収.~r\r'，種の特性に見台う芯礎的条

件、つまり i/t;p；［条件とi#'.i慨畏主の投手伝的不｛躍が整

っていた三どにあるといえるο~tJilitc常二及グ）第三

ぴ〕原閃；土， 二i争じ＇Jf1lfiffiBt守護J合同：である〆ii11¥ f ）主

り小麦にけ十る支VifiけJi終制ど杷rl’， 1;1°~｛に付する

（曲1各補i功がそれで占， ;.J . :11 :1 ，し日正tr:(I) +:J也H}l])¥l:'

(!) q-1で，.rr,li.：／てき三「資本二Ljを（t'J;J+;I'.:iが新技術

湾人に陥同i'ti.Jtt ,l;1J 士＼＼~／：－ L C.、ることである。第

11土、地J日11・1m地、 i’l!'I I：村山？で！！？地ごみじれノ

と：， I資本l；；主的 Tl:~ ':i3、！日夕~＇ ？ι，t IJ q1 Fトi111＂民内

IMJぐも（：jl［ぇi止，'i?,HUt)nえして Lふ，，そi1i tr:':11l'U日：

M,:f重のもつ「収自主効果」 上:i1', Jよしん 11lX:：；：＇；；タJ

1::J liil2J／二上ゐ L.；，と忠ilれるつ

(2J 高収益M，誌と階居間， Jli＼域間格差

さて1.1illll _lJ: r'i，＇，待は，その＇／ t-r之i品f呈におい亡院を国

問、地j期間格差合 11/」長 L こいることがちくの~(.;if庁

に上って指摘 fきれてヤ，：，';! 13＼附民間、地）Jili.1~9格

差は農業セケ 'J--（りみの閉鎖的7 ：.－ーム川q，日上

大きな意味をもつが，これを一般経済の次元に還

元ずるには，非農業セグケーとの関連性を終討せ

ねば卜分ではtc＇，、。凶ノバースなンに｜叫してこれら

の点在：実証γるデーターはなJが？打、ドのi策点は

そのlす能性？を示す｛Ti収忌，＼M霊の技術的，経済的特

flでふる。

主ず第 l，，二，すでに第 2図のところで言及した

よろに，在来種の生産函数が， if:i収量品極のそれ

上りある校入早水準まで高い局面をもっ場ftが考

え i'.',il,る。ごの場合，生産物価協と投入要素似i格

Lハ1tlけ比率のし、かんをr,¥H、；三その投入水準まで

しに if;jlj立ul:,',1手Eのよ導j寸土ロ主であるつこうしたま克

魚は，在京事長の収拾が安定的なのに比べて，新品

怖のそれが不安定であるために，試験均段階でか

りに後Yi＇の生産院i数が全局面におし、て前苫のそれ

を！：回 rJ ていたどしても，農家レベノレでは十分起

こりうるこ~である。

第 '.2fム生産物，投入要素価格の相対比率を一

定とすれば，新！日品種の適正投入匿の'.¥ii,離が問題

であるじとれは新，＇，？，種が国内で漸次改良されたも

のでなく，外来のものである場台に著しい。適正

没入！出土，周知のどおり‘ i','/1種の生産同数と， 4.

産物．投入要素fini絡に上ーにζ算出されるが，農家

It'主夜fil'i数を知人なしJ号｛；－が大部分である。 Lか

'I,政1E怖が意味を七つのは，その｛，：、におけるJj豆義

尚数 C1H;;i'l'crJ真家の場r,，多分に税収入回数）がき，わ

立 p た Yーヤをホつ場｛'iであるから，実際の投入

尽は適正iW；、ら外れるのが普通（南アジアの場合ず

' ]~ f氏い）である O高収量品種に関する収益函数の

研究は1t'tn 、／；＼ f手投入レ，＜；レにおける収益性の

在来極と高収監品種との差は，投入レベノレが点く

なるほぜ開く傾向にある。したがって，投入量を

大中川に用加L得る経済基盤をもっていない農家に

とっては，在来種に同執するのは，むしろf,理的

ともいえる。

お3r主，すでに検討してきた濯蹴用水との関連

性である。；•，＇/j収量品種は「種子一肥料草命j とい

われるように，分’[lfiJ可能で規模に中立である点に

おし、てラ：三業機械化と K別される。しかしすでに

指摘した kろに，西パキスダンの場0-，新技術の

67 
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きではなL、。その意味’i土普及の問題の核心が品種

の技術的性絡にふに資金誠達はつ義的意味しか

もたないということと，技術普及に占める制度金

f訟の役宍1］がい :tよこi，二fif.少であることである。たと

分；1,:,1f、：i'i巨ーで会見椛に

Jド中:s:'n’r'.J；＇乞仁 tuhe-wellという投資を必t巨とデる〉うミ，

il_iJ身畏言主舟 il• ら tu］】じW亡IIυJ ｝官永企日蔭人ずと3 か（立； 

1 ，～〉，ふる

〉二と；二 r仁ζ〕；＇；、 .f，：り l',':jf1llit；.機i主't号丹j:'i:'. k: l,＇、うこと

干1)1，在が卜分実1見するためには、

トヲク守一， tubewellの購入資金にしてえ（工、

れも「i己資金のィながそれぞれ59%と72＇）｛，であり，主九；二 tubc-\\C'll の ＼lf［－）えが十三6よf~7Jん，，巴、咲ごあふ υ

それぞれ16%と20'X 己資金とゴーンの組台せが，t!il~永吉 v'; le'・ 、地域， fむ｝Jの卒の前j,, ＇既｛枠内 l也司

の関連で改苦ーされるとすれば，経済基盤の脆弱ふ

民家出が通常高い利子で資金を借り，｛氏い価格で

生産物をず己却してL‘る現状を改蕎するため農家階

屑りljの融資制度を設けること以外にない。

したが JPてm1J度金融が高収監品障とvでfおる（／tl7、。普及しているf也iぬこ1託先的1二jj たわれどいること

をちえ白わせると、高収益品種~＇）刊益が農家の階

府11¥J、j也1成fr¥J；ニfよく：jJき,I）た yどL、ふとは r;えよ〉

:ll辺ト二｝とi1 A t仁二jlf t部分的には抗：！' 
ノ了、、

－i
k
 

zlt 
、！

Lj
 

高収景品種と土地制度3. 

L、企>c,

ヨ｝ ;jは，従来の民主経営の内＂r{~ コ上 0）：見模にお

けノ：〉出家rt¥ト J也l戎問し＇）相違；こ｜叫 iるf，のであら η 、主土でややι細に高収量；r¥l，障の特性と，＇ lillパ

千六ザンにおける普及状態につし、て検討してきた

のは、！＼Ji収量品種と u、う技術が，実は過去の潜概

）臼然、集約的農業技術のh1!¥Uこ市i;,li"H~業

上〉て‘ ，，：，；tu立，＇，h稀ぴ）·i：主入 i土呉なったり~H1 全不十

士j也改革によ 7 て触発された良

業機械化という技術と合体しながら普及している

状態を明ら，ぅ、にしたかったからであるc つまり現

技術を基礎とし，またiU5川国にイ；十されるように、＼，i] .投入

,Jdi'lにおけと〉小交の収｝主：i士、そのniif下山形態によ

).j 。

その経済合J:1j!性を例日I］経

’p;v）もとで追求する過程で起こす様々な問題／、Lを

は避する A つの子段として期待された高収量品極

l士、結果的には農業機械化と同じ機能を果たして

いるとし、うことである。階層間，地域間格差の拡

(F.<f））世の農業機械化が，

その対策としての土地改革

導入の要求等は，新政争討が既存の制度条件下にお

大、地域主義のHtllfL

~- ! －，ごヅi,J,',Jii'に仁ると守 ffiH良部分からの収入l上fて

Ifよ〔I),1分山 lに比ぶから： /Il川、飼料ii物全輸(1体

系；二佼すことは経済的立りまをも／〉。たにし，そzL 

;/j叶｛＆i斉,tj：をもつにはある程！支の脱税を古rij{；｛とせj.l 

Lfti:.1・、／J_＇，、n

:;f} ；）に，／1lfi十持政策 Cあふ。｝匂 Iミ＼・λ ヤンに才？け

る出収日；in',f＇五（.＇）普及が lllf[(J/,Jで／hコ／こ以内山 A つが

｛~j_iよ行なわれたノ，、ン J ャ
r 山 Y r ノ ザ

-' C :ti'c’.J -' ,_ " ,J 

ける所得格差を助長こそすれ縮める方向に作用しもし価格政策；こん d l／三こと；

品極の土地制度に与えるインパクトは二つの異な

ったi耐をもっている。

日li士，農業機械化と区本的に同←ーの1Jr/,Jであ

るコすなわち、 i荏紅地におけるれ作農はともかく

として， 11':i収量1'n'1種が全耕地のほぼ50%を11:iめる

小作地に普及す一る可能性は？地主が小作地への技

したがって高収監-c L、なU、ことを元ミn交している。l見1T(7)一(j利 7：；＿相対仙i絡が，特に fンァー、ゾト補助打

切リにより悪化する｝J,~ 合‘ rH.nk余剰の少なし、農家

層へ（／）影響l土大きL、f’

J止後に制度金融／ρ大なる生i♂、－ ，，士持＇） 農家

イJt光さ h .：~／ttu,·,i が指摘される。それi土事実であ

り何らかの己主=i'fが？？｛ましL、。 jこだこの問題は高収

日：品種の許及（二決定的陸路になってL、るとみるべ
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術導入に必要な基礎投資を行なう代わりに地代の

用額を要求するか司あるいは小作農を賃労働｛じす

ることが一つである。他の一つは小作農に永小作

権を与えることである。二れい現行小作法の修正

を必要とナるが，もっと極端に小作法を廃止今せ

ることも芳えんれる。そし『J場~；－，現行小作地をノj、

ii：農の 1・1{1地にjる方I,,Jと，地主の自陣地にする

方向があることはすでに述べたとおりである。

地制度の改革か，単に技Wiの経済合理性を追J友す

るのに陸路になっている土地制度を変革する目的

のえめに導入されるとすれば，その改革ポ現1r,n

小作農，中小自作農に有利に展開する可能性はほ

とんどなL、。

第2は，これとは逆に高収監品種の普及の階居

間，地域内のキt1j主によって起こる所特出差のが‘た

が社会不安を醸造しているとして，その対策とし

ら土i也改革の必要性が主張されることである。

1970年選挙にお＇・、て土地 T3庁有（！） ceilin只を50～！50

エーカーとする土地改革の実施をスローガンとし

たパキスケン人民党（ノノトー→党員）式九商ノZTζ 

タンで庄勝したこと（人々はこれをプットー現象とい

うJもこの一環として位置づけることができる。

ただしこの土地改革は，いわゆる“greenrevolu-

tion”から“redrevolution門へ移訂する危険け

を除去するために提唱される，既存の諸権力によ

る改革であることは明白である。

Ci主1) Canal Colonyとプロシア型土地制度に関

してい，拙稿「んパキくタ Jに，トヤ／る農i}，、先決と j也l或

区分」（滝川勉，斉藤仁編『アジアの土地制度と農村

社会出i'iI』， 7 ゴア経的研究！＇Jr, 1966;1）に簡単；こ

紹介してあるが，濯提E入拙地（c阻 alcolony）に j也主

(landlor仏ヨ Fン（yeoman),!'I VI'農（peas姐 t）企混

入させ，社会，政治，経済的りーダーシップを地主，

Eーマンに即l侍した。突際はこれらは不在化し，三の

輸入 lされた制；＇）.＿ :J初期ふ il的と主、逆JiI≪)に機能 iる

ことになったの

Cit 2) 高収量，W，穏に関する論文は数多いが，以下

7)諭渋 ！／示唆(I’Jごあるの石JII滋縦 rアジア開発山メカ

ニズム四一一農業縦』（アジア経済研究所， 1970年〉，

S. Ishikawa, Agricultural Development Strategies 

in Asia, The Asi出1Development Bank, 1970, Ran-

dolph Barker，“The Revolution in Asian Food Grain 

Production，＇’ mimco, 1970 (?), R. Barker & V. l.、－0-

nlova，“The Impact of New Technology on Rice 

Pr曲 Iuction-/¥ st町lyof C、hang，ぅ inThree Philippine 

Municipalities from 1966 to 1969，” mimeo, 1970 ,Le-

ster R. Brown, Seeds, of Change: The （子reenRι，olu-

tion in the 1970's (New York, 1970), B. F. Johnston 

& J. Cownie，“ The Seed-Fertilizer Revolution and 

labor Force Absorption，” America刃 EconomicReui-

e叫 Vol.59, No. 4 (Sept. 1969), W. P. Falcon，“The 

Green Revolution: Generations of Problems,'' ,1me-

1'ica11 Journal of Ag，・iculturalEcono明化，， Vol. 52, 

No. 5 (Dec. 1970), C. R 羽Tharton,Jr.“The Creen 
Revolution：仁ornucopiaor Pa町 lora’只 Box？，＇’ Fore-

ign Ajf,1irs, Vol. 48, No. J (April 1969），古賀正則

「f> I＇設業 ω新 L' ＇／，，；出ーいわゆる｜紋のギ命 Jを

めくふって－ ・, (I ) (II）」（『アジア経済.JI,1970年6月，

7 JJ ,; ）。

(ii: 3) 「先導投入」の概念は石川教段によって導入

さ J、h れ S. I必ikawa,Economic Development in 

il.si,w Penj•山tive (Kinokuniya, Tokyo, 1967), PP. 

8494参照。

(,H 〕 I•、alcon と（;otsch /; tul》e

して （！）絞 i斉但‘の商さを指 j筒している。 W.P. Falcon 

＆（冶rlGotsch, Agricultural Price Policy a11d the 

Develop明 entof West Pakおtan,Cambridge, 1970, 

p. 6. 8. 

(ii: 5 ) B I¥.L Bhatia, Famines in f町lia-AStudy 

in Some Aspects of the Economic History of India 

(1860～1965), 1¥sian l'ublishing House, 1967, PP. 

198～199. 

Ci' 6) 1910紀中世：し）二つの代初の IrrigationCo-

mpanyが倒産してから，すべての濯税事業は1864年か

ら政的符結仁なず〉たわ B.M. Bhatia, ibid. p. 125 

(il'二7〕 パンジャーブの canalcolonyでの最近の

調査では，地税をも合算した水平lj税は，全コヌ IU) 5 

%1二dぎなレ。 Ali Mohd. Chaudhri et al.λ1an, 

Water, and Economy-A Socio-economic Analysis of 
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Fourteen Ruγal Commu九itiesin Afona Project.、

¥V. Pakist山 1A戸riculturalUniv. and ¥Valer & Power 

Development Authority, 1970. p. 94 
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T. F. :-.fain, Agriculture in Si11d Under the Barrage 

C,wal System, Bombay. 1929. J》 2令

（、I:9) ！：防，.＇：：， K：二 ：， う）＇J) l ・. ) 件、li1,＞！ ず人.： ; / 1: /,. 

-;~ ti」till：川 、y・,,r; 'l'., :); ,~ !l' ' riu；平（J'.jfr中'J,; : {i品店、 ［’i 

(I !f'l／手.＇J[,,1＇ιTじそ ft. , ,, I ’o j'li E•，：， 「，＇＇；＇，： ¥ ウ Jγ

二IJ :; Jιl ,'.} i~ ，，，.ご iむl山く：？」 1':lifc「

(;Ho) 九日riじultural lんvel口pmenl （令官poration,

Lahore /;, 

（，じlI) I心）； t I' f1111•,:--,: 1. iり59170!1:,.Rs.Hi/-r fl: 

j: Ir』tI , (1lli t♂＇ii: U)J J：φ1%9'.i t 50%. ・・ 11 J'J.I；年 γl:j

:12.:i% (I Ir 'I,,:・,, !l':I I d、：'t・' i氏ド： l:¥5.5与ら‘んr：人I;,''

川；i：お 1%) _i,；：，円心 lI. Colsch and ¥¥'. I• I勺I-

じon,A!{ricultuんd p, tζe Poliιy of>. cit. p. f, IK. 

(I I: ]2) Ii，トjf、 fl. 汁 •j; ＇、 I)"’手： l(r'f1l行I':,.'I.:,, 

』（ li I守、； ; ., :; ' ' ,, ); ：；，，：：， 、三、。え ＇J. El,;, I ・、 i

々JH/iと：： y ，.ケな J ff ，：！ス々 ； ,} ＇反行 l}fil:;cl, 

，－.，；，：［芹10：だ（Ii, I｛｛村146"17 JJ), 14リ～J/iI・ 

；を三町、

Ciと1:u .:Cfノ、 h スタ／レ：J;（、にこの，，， t, J1; i ,;;i; ,J.',j I 

= '• ;・, ；；て Falcon・ ! niJ ft，，古文汁Ji，乙，， ¥V. P. Fal川口，

“The (;reen Revolution、’ of>.cit. u仁JI/{o 

(ri:14) Ill ,I＇.己注文 itこ ) ，.＇.＇.’c._・;i'；＂女十ごいノ λ

N. Tabe, C<1se Studi山 ofAgricultur,.1[ Technical 

Assist,rnce IうりectsThe lndo .l<1J•,we惜 Agricultu

ral Demοnstration F,trm, llrr,1h，βihar St,ite, 

OEじD,Dec. 1970 

,lぜ≪1,kC',:,:
，戸ー－（.. !Hi1 ・, '・・' ,, ",, .，・ 3、

休日＇h

KbriUi ij久長

(1」 一一一一一一一一一一一一一一←一一一一一一一一一一一回一leれ

70 

(iU5) Annual Teじhnical Report: A，・celerat白i

Whe:it Improvement Program, The Planning Cell, 

へgriculturaln叩；1Itment, W. Pakistan, 1966/67. p 

:14.削れ作物 1／キゲ1Ji{f，，もJd'.:lj年！＼（，；（.＇J('i!J! ＇川 、jI 

: l ＇；＇，虫、，平 IJJij( ＇ノJ’i、！＼j;., －々 l1 / C I. '0  

( : l:ltり 1¥liMohd. （、：haudhriet日I.;]if Jι,If p. 1 J:l. 

( i I' 17) .!l Ref川 r・t 011 F'ann }'vfechanic::atio11 S111 千

＇｛！｛＇九 AgriculturalCensus ( )rganization, :V[inistry of 

Agriculture ,md ¥Vorks, Government of Pakistan, 

1969, pド 42,77. 

e 
ぜ＿r び

1叫ノ；’Tスグン農業の展開過程を整問する－ －つの

子がかりと Lて，制度と技術の相互，連鎖作用と

L、う慨，合の枠組を芹！：＼TLたりしかし(l;!JJ主を士J也信I]

.l';l'（こ限定したこと，村落しベルの実証子、ーケーが

不足したこと，分析対象の時期のとり ｝j等セのた

めに議i識が単純化主t1，かつ十分展開できかかっ

／ごことを；認めねばならないの今後の課題として残

しよ1、c，たどこうした｜決ら41.,tこ視角かムではある

;;;, ii可ノペモスケンの経験は，後進出農業の発展に

1i1 して政策論的／ふ視点から」、く ＇Jかの問題を提起

し亡し、る。

その第 1は，安易な土地改革論に対する反省、で

あるの土地改革が生産力増大，技術導入にとって

ィ；可欠であると断ずるのは容易である。また声；1収

ほ品種が階！蛍i見地域開の所得格差を助長してい

ふとしてfμF，かのi二｝也改：革が必要である，と主張

することも容易である（／lei）。事実西ノ2キスタンの

経験は，そのし、ずれに対しても素材を提供してい

ら。しカ‘しこう Lた七地改革の導入を主張する論

百には，改革がし、かなる主体によって， L、かなる

い的で，し、かなる状況のもとに導入されるか，と

L、う基本的事項にi返する理解が依然として欠落し

山、る。その意味で，西ノ：キスクンの経験:1＇士

地改革の基本iY'.l概念の再町長に関する素材を提供



している。

第2は，後進農業における技術ディレンマであ

る。高収量品種でさえ既存の土地制度に根ざす技

術的，経済的格差を縮少する方向でなく，強化す

る方向に作用しやすい。また西パキスタンの経験

は，技術的，経済的性格を具にする農業機械化，

高収量品種というこつの技術が，小作地に普及拡

大するため必要とされる土地制度の改革は，地主

に都合の良い小作法の改廃になりやすいことを示

している。こうした改革は，いかに技術の側から

要請されようとも，今まで述べてきた理由によっ

て導入され難いだろう。ここで提起される問題は，

「持たざる者」が十分利益を享受しうるような技

術の改良（たとば最も重要な購入インプットの鳩加を

最小に押えながら生産函数を上方にシフトさせるよう

な技術の開発で品種改良，公共の濯瓶施設の拡充，農耕

法の改良等が考えられる〕（注2）の導入によってこの

層の経済基盤が強化され，その基盤に支えられた

土地制度改革の要求，つまり「制度費用Jの小作

負担の削減の要求が起こる可能性が残されている

のかどうか。あるいはこうした改革は，技術の合

理性が無制限に利潤を追求する過程で起こる違法

な小作農追放，土地取上げなどの社会的緊張を媒

介にしなければ導入されないのか否か，という問

題である。

第3は，過去の資本蓄積のもたらす新技術導入

への経済効果である。西ノfキスタンの経験は，イ

ギリス領インド期の濯瓶投資が，農業機械化，高

収量品種に対する資本の効率を相対的に高めたこ

とを示している。この意味で，西ノfキスタンの経

験は， 「先導投入」の重要性を明示した点で重要

な意義をもっているが，そのまま他の諸国に移転

できない点において，一つの特殊例といえよう。

(il: 1〕 i\'~JI＇.（賞品種に関するほとんどの論文は，土

地L!k•＼＇，の必要性を Second司Generation Problemsのー

っとして挙げている。 Brown,Wharton, Barker, 

Falcon，古賀の諸論文（注16）を参照されたい。

（注 2) これは二つの段階が考えられる。 一つは農

笈レベノレのJ主体I体ふが， J,t験場のそれと同一になる段

州人ニ HIH支払壬のものの修正でなく，そのもソ二

い己利点を卜分発婦とせ得るようなそれ以外UJt支部」の

発述，導入を，ffi床する。生産物と投入要素の相対価絡

ミ今j£ とすると，この段階は次のように示される。（A)

（同IJ::(Jう米品種ο生庄函数とし農家レベノレのそれを（心，

i試験場レベノ： ωそれを（切で表わす。既存の相対価格に

おける適正投入点をそれぞれPio, PI1とする。同様に

（吋B）は新品種の生産函数を表わし，前者が農家段階の

それと「る。もちろん，地域，農家によって（A）と（B), fめ

と（D；のだがなL、場合もある。本i論の第3図，注釈（29)

か，・，示仰ぎれるJ戸、は，（A）か「，（n）へ，あるいは（めから（D)

収
量

。

K （桐対価格比）

Pl，購入投入要素

へのシソトを可能にする既存の技術の普及である。

定地域の特定農家の場｛；（A）→（B）が可能になると（じ）を省

略して（到にシフトすることが谷易である。ただし＼）→（B)

の条件は地域により農家により異なる場合が普通であ

り， しかも適11点 11'.Jのシソトネω相違や資本制限等の

周1ftlにより（A）－→（D）への、／ブ lは必ずしもスムース：εな

くマクロ的には（AJ～（D）は併存し，短期的にはかえ》て

格差が拡大することも考えられる。

いま一つの段階は試験場ての技術そのものの修正で

ある。いま左図におL、て（A）を在来品種の生産函数，（B),

(c）を新品種の生産函数とし，それぞれの適正投入量

をPI0, PI,, PI2とする。酋パキスタンのケースは（札）

→（C）へのシフトであり，購入投入要素のPlu→PI2のシ

フトが階層間の導入格差を生じていることが問題であ

った。経済基撚♂コ脆弱な農家にも導入し得る位術の改
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収監と濯j飢に関する同様の示唆は石川教授によって
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アジア経済の旅 矢野誠』.11著

値民地支配を｜此しと却余＂ i. 1"I故，東山アジア諸LL!Ul9 

世紀的状態からぬけられないのか。これら発展途上諸国

に経済発展の可能性があるのだろうか 169頁／￥ 280 

中閣の人口増加と経済発展 南亮云郎編

中国人口の推移・構造・動態分析と，中共政権下の経済
計；1l1i・資本蓄は・労働需給・人口政策・経済発展などの
解明を統計的デ 々と世界説中者の文献に依拠しつつ志

した先駆的労作 320頁／￥ 950 

香港の工業也 小林進編

香子ilを熟知すヰ’：（（＇；予と畳宮な，，！；：公開の資料を駆佼 L，現
在までの香港経済研究の欠点を補って余りある内容。主
要工業の現状，工業立地の諸条件，貿易構造，その他，
表105，図表4を企む 264以／￥ 1000 
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行なわれ l：いる。石川政『編 .7；；ア開発の J むュズム

ー 農業編』（アジア経済研究所， 1971年），308ページ

会照。

ヌド稿f土9Jj 6日～lOH日本経涜研究センター主催の

会議（Int巴rnationalConferenc白 O且 Agricultureand 

Economic Development一一一StructuralR山《ljustment

in Asian Perspective）に提出したぺーノト－ (lnterac-

tions betw自由nInstitution and Technology in Deve-

loping Agriculture A Case of West Pakist四）に

.t1r子力u~r：したものこふる。本f!c,\<JJ 初稿の段階で山口t(\t

－，大内徳，斉藤照子，アガ・サジャード・ハイデノレ

の各氏かじ:t't重な批判をコメントを戴いfてつまた英文

内ぺーハーに対しては i'i JI!滋教綬から貴重なコメン i、

を戴いた。本稿で時間的にそれらを十分吸収ナること

ができなかったことを残念に思うわここに記して謝意

合表し今後の課題LLたいの

（調査研究部〉

中国文化大革命とベトナム戦争
一両者の関連をめぐる一つの推論

今川英一・浜勝彦共著

文化大革命り何故起ったか。米91戦争の危機は実在した
か。豊富な資料と正確な，i11向分析に悲づいて文革の本質
をてバリ 1抗告j。各国か，：.，注文を受けた話題の者

170頁／￥ 280 

近代中国農民革命の源流
一海豊における豊民運動彰燐著山本秀夫訳

MJ問中国i＇（，：命の激流山中で，革命的↑ ri熱と問いj怠志とに

よって海底で初めて農民革命を成功させ， f彼ほどに優

れた革命家は毛沢東以外にない」といわしめた彰苦手の闘

いの記録 174頁／￥ 280 
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